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１.事業名

２.担当部署

３.事業の概要

４.事業の目的

５.事業対象

６.年度末状態

７.事業予算（決算） 14,118千円 執行額 執行率 99.14%

８.事業評価

９.事業評価理由

10.事業の課題

11.課題の要因

12.令和４年度の方向

　新型コロナウイルス感染拡大防止のためのかかり増し経費等に対し支援を

行い、保育所等において感染症対策が徹底されたことで継続的に事業を実施

することができた。

対象施設　私立保育施設　31施設、公立保育施設　４施設

　　　　　公立児童館　４施設

　　　　　計　39施設

課題なし

課題なし

　新型コロナウイルス感染拡大防止のため令和4年度においても実施する。

効果があった

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業効果検証シート

保育対策事業費補助金

市民生活部

　保育所等の職員が新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図りながら、保

育を継続的に実施していくために必要なかかり増し経費（感染症対策に関す

る業務に伴う職員手当、職員個人が施設や日常生活において必要とするエプ

ロンやハンドクリーム等の購入）や、保育所等で使用するマスク、消毒液の

購入等に必要となる経費の支援を行う。

　保育所等において、感染症に対する強い体制を整え、感染症対策を徹底し

つつ、事業を継続的に提供していくために必要な経費を補助し感染対策を図

る。

保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業所、認可外保育施設、児

童厚生施設

年度内完了

13,997千円


